
「農村地域への産業の導入の促進等に関する法律」の概要について 

                               平成 30 年８月 30 日 農政部 

１．法律の概要 

 ○名  称 

「農村地域への産業の導入の促進等に関する法律」（以下「農村産業法」という。） 

○制定経過等 

昭和 46 年法律第 112 号 「農村地域工業等導入促進法」制定 

平成 29 年６月          最終改正 （農村産業法に法律名を変更） 

○目  的 

農村地域への産業の積極的かつ計画的な導入の促進とあわせ、農地の集団化等により農業構造 

を改善し、農業と工業の均衡ある発展と農村地域の所得向上等の雇用構造の高度化を図る。 

○制度の仕組み 

 

  基本方針の策定         基本計画の策定         実施計画の策定 

○支援措置 

・土地利用上の措置 

農地転用に係る配慮（農地法の転用許可の特例、農振法の農用地区域からの除外の特例） 

 ・税制上の措置 

   個人が産業導入地区に供するために農用地等を譲渡した場合の所得税の軽減（上限800万円） 

○法律を活用した産業の導入状況 

 

 

                              

２．平成 29 年の法律改正と導入業種の考え方 

○法律改正の背景とその趣旨 

農村地域の高齢化や人口の減少、産業構造の変化を踏まえ、農村地域で立地ニーズの高い産業や

地域内発型産業の導入を促進することで、農業従事者のほか農村地域の若者や移住者等を含めた就

業の場を確保し、農村全体の雇用の確保と所得向上、農村地域の維持・発展を図る。 

○主な改正内容 

・対象業種の限定の廃止 

工業・道路貨物運送業・倉庫業・こん包業・卸売業の５業種に限定されていた業種について、

法律上の限定を廃止 

○対象業種の考え方 

新たな業種を導入する場合は、国の基本方針の考え方等を踏まえ、県が基本計画に当該業種を位

置付けた上で、市町村が実施計画を策定することとされた。 

〔国の基本方針における導入業種の考え方〕 

  ・農業従事者の安定した就業機会が確保され、所得の向上等の雇用構造の高度化が図られること 

  ・立地ニーズや事業の実現の見通しを踏まえたものとすること  

・地域内発型産業や立地ニーズの高い産業の導入を推奨すること など 

    例）農産物加工施設・直売所、農家レストラン、ワイナリー、バイオマス発電施設等 
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〔全国の導入状況とその推移〕 〔県内の導入状況（H28.3.31 時点）〕 

うち、遊休地
（割合）
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企業数

※県内の導入企業の業種内訳は、製造業 348（86％）、道路貨物

運送業 28（6.9％）、こん包業 1（0.2％）、卸売業 28（6.9％）。 
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農村産業法に係る長野県基本計画の改訂について 

平成 30 年８月 30 日 農政部 

１ 県基本計画の策定経過 

昭和 46 年の法律制定以降、国の基本方針を踏まえ、県基本計画を策定・改訂。現行の県基本計画

は平成８年に示された国の第７次基本方針に併せ、平成９年に改訂したもの。 

国基本方針策定（改訂）年度等 県基本計画策定 

（改訂）年度 
備考 

策定年度等 目標年度 

第１次基本方針 昭和 46 年 11 月 昭和 50 年度 昭和 47 年６月 対象業種は工業のみ 

第２次  〃 昭和 51 年９月 昭和 55 年度 昭和 52 年 11 月  

第３次  〃 昭和 56 年８月 昭和 60 年度 昭和 57 年 11 月  

第４次  〃 昭和 62 年３月 昭和 65 年度 昭和 63 年６月  

第５次  〃 昭和 63 年８月 昭和 65 年度 平成元年４月 卸売業等４業種追加 

第６次  〃 平成３年６月 平成７年度 平成５年６月  

第７次  〃 平成８年６月 平成 12 年度 平成９年９月  

今回 平成 29 年８月 平成 33 年度 
平成 30 年 12 月 

（予定） 
対象業種の限定廃止 

 

２ 県基本計画の改訂について 

（１）県基本計画の主な改訂内容 

  ○導入業種（工業等５業種）の限定廃止に伴い、導入すべき業種を県基本計画に位置付け 

  ○現行計画の策定から約 20 年が経過していることから、国の基本方針やガイドラインの内容や 

社会情勢の変化等を踏まえ、記載内容を見直し 

○優良農地の確保の観点から、産業の導入に伴う施設用地と農用地等との調整方針を明記 等 

 

（２）県基本計画に位置付ける業種の選定に当たっての留意点 

○国のガイドラインでは、県が市町村にヒアリングを行い、産業導入地区の候補、規模等につ

いて、市町村と事業者間である程度、具体的に話が進んでいることを把握することとされた。 

○県では、実施計画の策定を希望する市町村に対して、平成 30 年２月からヒアリングを実施。 

 ○ヒアリングの実施結果は以下のとおり。 

導入を希望する業種※ 実施計画策定を希望する市町村数 基本計画への位置付け 

工業等５業種 ６ 
引き続き位置付け 

（農工法で認められて
いた業種） 

農業（農業用施設の整備を伴うもの） １ 

今回新たに位置付け 

各種商品小売業 

１ 

織物・衣服・身の回り品小売業 

飲食料品小売業 

その他の小売業 

飲食店 

電気業（太陽光発電所を除く） １ 

   ※業種名は総務省刊行の「日本標準産業分類」の中分類を記載 
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３ 県基本計画（素案）の概要 

第１ 計画策定の基本的考え方 

○「第３期長野県食と農業農村振興計画」の施策の基本方向を踏まえ、中核的経営体の規模拡

大や多様な農業経営体の確保、６次産業化等の『産業としての農業』の取組、「おいしい信州

ふーど」や「地消地産」等の『消費者が求める食』の取組、多面的機能の維持・保全や、農

村コミュニティの維持等の『暮らしの場としての農村』の取組に即して、市町村が定める実

施計画に基づき、農村地域への産業の導入を図る。 

○土地利用に関する計画における農村振興の方向を踏まえ、地域社会や産業との協調、環境の

保全、農村地域の景観等に留意しつつ、農村地域に成長性と安定性のある産業の導入を図る。 

○産業の導入に伴う労働力については、担い手への農地集積・集約化や「人・農地プラン」の

方向性に十分配慮し、農業従事者のほか、中高年齢者や女性の就業機会の拡大、新規学卒者

及びＵＩＪターン希望者等の就業促進による若年層の定着化を図る。また、産業の導入にあ

わせ、担い手への農地の集積・集約化などの農業構造の改善を図る。 

○国土利用計画や都市計画、農業振興計画など土地利用に係る諸制度との調和と連携を図ると

ともに、優良農地の確保に十分配慮する。 

 

第２ 導入すべき産業の業種及びその他農村地域への産業の導入の目標   

〔旧農工法から引き続き基本計画に位置づける工業等５業種〕 

○製造業、道路貨物運送業、倉庫業、こん包業、卸売業 

  既に市町村の実施計画に記載されている業種であり、農業従事者の安定した就業や所得の

向上に加え、農業と関連した食品製造業や農業関係機械の生産、資材の円滑な流通等にも寄

与していることから、引き続き選定する。 

〔今回新たに基本計画に位置付ける業種〕 

ヒアリングの結果、市町村と事業者間で導入地区の候補、規模等の調整が進められているこ

とが確認された以下の業種を新たに位置付ける。 

 ○農業（農業用施設の整備を伴うもの）・・・農福連携に取り組む企業の農業用の作業所を想定 

農業用施設の整備により、安定した農業経営や農業の生産性の向上、障がい者の方が農業

に取り組みやすい環境を整備することによる多様な担い手の確保が期待されることから、今

回、新たに選定する。 

○各種商品小売業、織物・衣服・身の回り品小売業、飲食料品小売業、その他の小売業、飲食店 

第３次産業への就業により雇用効果が高く見込まれること、また農業の６次産業化への取

組につながることも期待されることから、今回、新たに選定する。 

 ○電気業（太陽光発電所を除く）・・・木質バイオマス発電施設を想定 

産業の導入により地域資源の有効活用と農村地域の活性化、持続的な発展につながること

が見込まれることから、今回、新たに選定する。 

 

第３ 農村地域に導入される産業への農業従事者の就業の目標 

導入産業への労働力需要について、担い手の確保・育成に十分配慮しつつ、農業以外の産

業への就業を希望する中高年齢者層や女性の就業の円滑化、また、新規学卒者やＵＩＪター

ン等の移住希望者をはじめとする若年層の定着化を図る。 
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第４ 農村地域への産業の導入と相まって促進すべき農業構造の改善に関する目標 

国の「農林水産業・地域の活力創造プラン」や「第３期長野県食と農業農村振興計画」の

施策の方向性、また、農業経営基盤強化促進法に係る基本構想、「人・農地プラン」の内容

にも留意し、産業の導入とあわせ、農地の集約・集約化による農業構造の改善に努める。 

 

第５ 農村地域への産業の導入に伴う施設用地と農用地等との利用の調整に関する方針 

産業導入地区は遊休化している既存の工業団地など、農用地区域外に設定することを優先

する。やむを得ず農用地を含める場合には、以下（１）～（５）の項目に基づき、事前に市

町村並びに農業委員会において調整を行った上で、県担当部局と協議を行う。 

（１） 農用地区域外での開発を優先すること 

（２） 周辺の土地の農業上の効率的かつ総合的な利用に支障が生じないこと 

（３） 面積規模が最小限であること 

（４） 面的整備（区画整理、農用地の造成など）を実施した農用地（８年未経過）を 

含めないこと 

（５） 農地中間管理機構関連事業の取組に支障が生じないようにすること 

 

第６ 農村地域に導入される産業の用に供する施設の整備に関する事項  

地域全体の産業の立地状況等を踏まえ、産業の導入にあたり必要な用地や道路等の整備、

技術者の確保、関連企業との交流・連携や生活基盤を始めとする定住条件の整備が図られる

よう努める。 

 

第７ 労働力の需給の調整及び農業従事者の導入される産業への就業の円滑化に関する事項  

市町村と連携して地域の労働力需給の調整を図るとともに、導入される企業の雇用情報の

収集及び提供、職業紹介の充実、職業能力開発等を推進する。 

 

第８ 農村地域への産業の導入と相まって農業構造の改善を促進するために必要な農業生産の基

盤の整備及び開発その他の事業に関する事項  

「人・農地プラン」の内容を踏まえ、農地中間管理機構の活用等を通じて、担い手への農

地の集積・集約化を進めるとともに、農地の大区画化や排水改良等、必要な農業生産基盤の

整備等を推進する。 

 

第９ その他必要な事項 

 
 

４ 今後のスケジュール（予定）について 

 ８月 30 日（木） 「長野県食と農業農村振興審議会」への諮問、意見聴取 

 ９月      パブリックコメントの実施、市町村への意見聴取 

 10 月上旬    県基本計画（素案）の修正 → 各委員に送付 

 10 月中旬    「長野県食と農業農村振興審議会」からの答申 

 10 月下旬    県基本計画（素案）に係る国への事前協議 

 11 月        〃  （案）に係る国への本協議 

 12 月      県基本計画の策定（国からの同意） 

-5-


	資料3　01
	資料3　02
	空白ページ



